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◎三位一体の改革に伴い、所得税から個人住民税（国から地方）への3兆円の税源移譲に関し、平成19年分
以後の所得税及び個人住民税の税率構造が変わります。
◎個々の納税者の所得税及び個人住民税を合わせた税負担は変わりません。
◎住民税改正の内容

定率減税が廃止になります。

景気対策のための暫定的な税負担の軽減措置として導入された定率減税は、平成19年度以降、廃止となります。
※現行の定率減税は次のとおりです。
・平成18年度の住民税の定率減税は、所得割額の7.5％を控除（上限2万円）します。
・平成18年分の所得税の定率減税は、税額の10％を控除（上限12万5千円）します。

所得割の税率が10％に統一されます。（市6％・県4％） 税務課 140－5554

問い合わせ先



思いやりと交流で創る 新生文化都市
SHIMOTSUKE-CITY
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